別紙２－1

令和９年度新潟県立新潟テクノスクール別紙

公共職業訓練委託事業の企画提案書
令和　　年　　月　　日
※　適宜行等を追加して作成ください。ページ数が増えても問題ありません。
※　訓練機関等、募集要領にあらかじめ記載されている内容を変更して提案する場合は、「【別紙様式10】変更提案項目協議票」を必ず訓練番号ごとに提出すること。
１　提案者概要
	事業所名
	


	代表者職・氏名
	


	所在地
	


	担当者名
（電話番号・E-mail）
	




２　企画提案する訓練科名等（訓練定員は15名。企画提案時の定員増は認めません。ただし受講生募集後に応募者数が定員を上回った場合、適宜定員増を検討します。）
	訓練番号
	
	訓練コース名（案）
	


	訓練定員
	15名
	訓練期間
	令和○年○月○日～令和○年○月○日


※　同一訓練コースの複数回に受託を希望する場合は、訓練番号・コース名及び訓練期間を併記してください
※　標準定員を下回る場合には、実際の定員を記入してください。

３　訓練実施場所（eラーニングコースは訓練運営の拠点となる場所）
	名　称
	


	所在地
	




４　訓練実施に係る付帯事項
・　託児サービス利用受入　（　有　・　無　）
　　※　託児サービスが『有』の場合において、認可外保育施設（認可外保育園）の場合は、別紙６「認可外保育施設指導監督基準チェック表」を提出してください。

５　企画する訓練内容
(1)　訓練により就労を目指す職種の雇用情勢および求人ニーズ
	








※資料等別添可

(2)　訓練生の仕上がり像（具体的な就労イメージ）
	









(3)　具体的な訓練の取り組み
①　資格取得に関する提案
	必須な
取得資格※

（任意受験）
	


（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	資格取得
に向けた
具体的方策
	










　※　県統一の標準コースで必須とするもののほか、受験生全員が受験するもの・任意受験のものも記載
②　就労への対応力及び意欲の熟成に関する提案
・　就労実務への対応力を付与する具体的なカリキュラム名と内容
	カリキュラム名
	内　　容

	
	

	
	

	
	

	
	



・　受講生の就労意欲を熟成する具体的な取り組み
	







③　効果的な就職活動の提案
・　訓練生の就職内定までの具体的な指導計画（スケジュール）
（受講者がハローワークから紹介状を受けられるのは、訓練修了日の概ね
１か月前からです。）
	








・　訓練生の就職活動促進のための具体的な方策
	










④　訓練の受講管理に関する提案（eラーニングのみ）
・　訓練の受講を管理するシステムの概要及び受講生の履修管理方法
	








６　訓練実施経費（訓練生自己負担する経費（テキスト代、検定受験料等））
・　訓練生の負担縮減に努めること
※　検定受験料を除いた教科書代などは目標16,３00円（税込）以下
・　テキストは出版社・名称を正確に記載のこと
・　材料費の徴収は認めません（委託費の中で訓練材料は購入ください）
	名　称
	金　額

	教材費
	
	　　　円

	
	
	　　　円

	
	
	　　　円

	
	
	　　　円

	
	
	　　　円

	
	教　材　費　　小　計
	　　　円

	受験料
	
	　　　円

	
	
	　　　円

	
	（任意）
	（　　　円）

	
	受　験　料　　小　計
（受験任意資格を含む）
	　　　円
（　　　円）

	合　　　　計
（受験任意資格を含む）
	　　　円
（　　　円）



７　職業訓練の実績（過去の県公共職業訓練受託実績がある場合）
　(1)　これまでの受託訓練実績（令和７年度、令和８年度開講コース）
	訓練科名
	訓練期間
	就職実績

	
	年　月　日から　年　月　日
	修了者数（　 ）人、就職率（ 　）％

	
	
	修了者数（　 ）人、就職率（ 　）％

	
	
	修了者数（　 ）人、就職率（ 　）％

	
	
	修了者数（　 ）人、就職率（ 　）％


　(2)　令和９年度提案する訓練と同分野の訓練を令和８年度において実施している場合、記入願います。
 ①　令和８年度実施した関連コース名
	科　


 ②　成果のあった提案（訓練コース）内容
	提案内容
	・
・

	具体的な効果
	・
・



③　期待した結果に届かなかった提案（訓練コース）内容
	提案内容
	・
・

	状況、原因等
	・
・

	今後の対応
	・
・


④　企画提案書記載内容以外で工夫したこと、成果のあった取組など
	




８　その他（特記事項）
	




　　※　訓練生募集への協力に係る提案等はここに記載ください
1／４
5／5
